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令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 区役所の案内表
示の改善

八幡西区役所は、複合施設の中に入居
しており、構造上も複雑なため、来庁
者に対して適切な案内が難しい施設と
なっている。

八幡西区役所は、１００以上の窓口が東西１２０メート
ルにわたり配置されており、区民から目的の窓口が分か
りにくいという声がよく聞かれる。また、区役所の入口
が３か所（東側、西側、中央）あるなど、施設の構造上
も動線が非常に分かりにくい。
さらに、区役所各課による案内表示が規準なく設置され
るなど、分かりにくいばかりでなく、美観上も問題があ
る。
このため、来庁者からは、不安や不満の声が多く聞か
れ、職員も来庁者から度々、窓口の場所を尋ねられてい
るとの声がある。

令和６年１０月、区役所入口３か所に窓口予約発券機が設置されるとともに、操
作補助職員が配置されることとなっているため、来庁者と最初に接するこの場所
で適切な窓口案内に取り組む。
案内表示の改善等にあたっては、区役所内にワーキンググループを設置し、可能
なものから順次改善していく。また、発券機の設置場所や区役所の待合フロア等
で来庁者にアンケートやインタビューを行い、その声をさらなる改善につなげて
いく。
今回の改善を契機に「困っている来庁者には積極的に声掛けをする」というおも
てなしの職場風土づくりを進める。

10月の発券機設置に伴い不要な案内表示を撤去。発券機（3か
所）横に、新たに案内スタッフを配置し、来庁者への声かけを
行っている。
区役所内にワーキンググループを設置し、来庁者インタビュー
（約400名）の実施や、専門家や市民からの提案を受けた。こ
れらを踏まえ、新たな総合案内所を設置するなど、可能なもの
から改善している。引き続き、ソフト・ハード両面から改善に
取り組む。

・窓口予約発券機設置に伴い不要な案内表示を撤去した。
　発券機（3か所）横に、新たに案内スタッフ及びカウンター
を配置した。
・区役所内にワーキンググループを設置し、来庁者インタ
ビュー（約400名）の実施や、Ｚ世代の感性を取り入れるた
め、九州女子大学デザイン学科の学生や市民からの提案を受け
た。その提案を踏まえ、案内表示板やサインのリニューアルを
実施した。

・八幡西区役所は、来庁者に対して適切な案内
表示が整っていなかった。
・そこで、九州女子大学のＺ世代学生と連携し
案内表示板・サインなどのハード面の整備を行
うとともに、ソフト面でも案内スタッフを配置
した。
・さらに、リニューアル後は学生とともにリ
ニューアルセレモニーを行うなど学生にとって
成功体験として、達成感や感動にもつながっ
た。
・このような取組を通じて、来庁者にとって利
便性の向上につながった。

・当初の課題は達成できたが、今後新たな課題
が発生した場合には、利用者の声をもとに課題
解決に努める。

Ａ（２） 増加する外国籍
来庁者への親切
でわかりやすい
窓口対応

増加する外国籍来庁者に対して、多言
語での案内板の整備が不十分であり、
さらに、窓口対応に多くの時間を要し
ている。

近年、外国籍の登録者数が急増（令和元年比 約20％）し
ており、来庁者から多言語化表示の充実に対する声が寄
せられている。また、職員からも窓口対応において十分
な意思疎通に苦慮しているという声が聞かれる。

外国籍来庁者と接する機会の多い課の職員で構成するワーキンググループを立ち
上げ、来庁する外国籍来庁者へのアンケートやインタビューによるニーズ調査を
実施し、その結果を踏まえ、外国籍来庁者がスムーズに窓口に訪問できる動線の
あり方や、多言語案内板の設置などに取り組む。
また、窓口負担の軽減や、円滑な意思疎通に役立つ他都市の先進的な事例等につ
いて調査し、導入を検討する。
さらには、同じ庁舎内にある２２か国語対応可能な、「多文化共生ワンストップ
インフォメーションセンター」との連携強化を図る。

区役所職員と「多文化共生ワンストップインフォメーションセ
ンター」職員によるプロジェクトチームを９月に立ち上げ、現
地視察やヒアリングを行った。
その結果を踏まえ、発券機案内の英語併記や、窓口手続きの流
れを多言語で説明する案内文を作成した。
引き続き、改善事項をプロジェクトチームで検討し、順次実施
するとともに、年度内を目途に、他都市の先行事例を調査す
る。

・区役所内にワーキンググループを設置し、先進事例の調査、
外国籍の方による案内表示の現地視察、ヒアリングを実施し
た。
・窓口への動線を誘導する英語表示、フロア案内用多言語シー
トを設置した。
・効果把握を目的とした、外国籍来庁者へのアンケート調査を
実施した。

・外国籍来庁者に対して、多言語での案内板の
整備が不十分であった。
・そこで、窓口に誘導する英語表示、フロア案
内用多言語シートを設置した。
・設置後実施した外国籍来庁者へのアンケート
調査で「窓口までの案内がわかりやすい」との
結果が出ており、サービスの向上につながっ
た。また、フロア案内や窓口対応時の意思疎通
が改善した。

・当初の課題は達成できたが、今後新たな課題
が発生した場合には、利用者の声をもとに課題
解決に努める。

Ａ（３） 区の情報発信強
化

区役所が行うイベント、区政情報は、
市政だより、窓口、ホームページ、Ｓ
ＮＳなど様々な方法で提供している
が、最近ではＳＮＳによって情報にア
クセスする方が増加しており、ＳＮＳ
を活用した区民目線での情報発信が求
められている。

八幡西区にはInstagramやFacebookの公式ページがあるも
のの、他区に比べ、人口あたりのフォロワー数が少な
い。
また、ＳＮＳで発信している内容も区内イベントに関す
るものに偏っているため、区政情報全般を提供する広報
媒体としての活用、その仕組みづくりが必要である。

若手職員を中心に各課１名ずつ「ＳＮＳ配信員（１０～１５名程度）」を任命し
て、情報発信改善プロジェクトチームを立ち上げ、フォロワーの年齢、属性、各
投稿に対するアクセス数等の現状分析を行う。
分析結果に基づき、イベント、子育て、福祉、地域活動などについて、区民が本
当に求める情報や、閲覧を促すための効果的な発信手法に関しても検討し、ＳＮ
Ｓによる積極的な情報発信を行う。
また、タイムリーな情報発信ができるようＳＮＳの運営基準の見直しも実施す
る。

若手職員を中心に、各課１名ずつ「配信員」を任命し、八幡西
区の魅力を発信するプロジェクトチーム「発信ＮＺ（エヌ
ズ）」を立ち上げ、情報発信を開始。また、各所属が区政情報
をタイムリーに直接発信できるよう、八幡西区公式Instagram
運用ポリシーや運用要領等を見直した。
その結果、フォロワー数がこの2か月で450人（21％）増えるな
ど、成果が出始めている。
今後、さらに効果的な情報発信を行うために、フォロワーの分
析・発信手法について年度内を目途に検討する。

・若手職員や区長など八幡西区全職員によるタイムリーな情報
発信を開始した。
・SNS運用ポリシー等を見直し、各所属からダイレクトに区政
情報発信できる体制を構築した。
・名刺サイズの広報カードを作成したうえで名刺交換の際に交
付した。
・Instagramフォロワー数は2,206人（102%）増加（R7.3.31現
在：4,367人）。
・若手職員「もあもあ通信員」を結成し、「八幡西区の魅力」
を発信した。

・区役所が発信する区政情報は、ＳＮＳを活用
した区民目線での情報発信が求められていた。
そこで、若手職員が中心となってコンテンツの
磨き上げ、積極的な情報発信により、区民が求
める旬の八幡西区の情報をInstagramで提供し
た。
・具体的には、区民ニーズに対応した「コムシ
ティ駐車場の入り方」や「各種証明書のコンビ
ニ交付方法」などの動画情報を配信した。
・さらに、情報発信活動を通じて、若手職員の
育成にもつながった。
・必要な情報を区民に届けることで、区民サー
ビス及び利便性が向上につながった。

・当初の課題は達成できたが、今後新たな課題
が発生した場合には、利用者の声をもとに課題
解決に努める。

Ａ（４） 来庁者や職員に
とって、安全安
心で快適な区役
所づくり（カスタ
マーハラスメン
ト対応）

区役所では電話や窓口対応等におい
て、一部の区民から理不尽な要求や、
過剰なクレームなど、カスタマーハラ
スメントに該当すると思われる行為が
時折見受けられる。

理不尽な要求等への対応には職員が長時間拘束されるな
ど、心理的・業務的な負担が増すこととなる。こうした
中、来庁者や職員にとって、安全安心で快適な区役所づ
くりのためには、対応マニュアルや明確な判断基準など
が必要である。

来庁者や職員にとって、安全安心で快適な区役所づくりは、各区共通の課題であ
るため、７区の職員によるプロジェクトチームを立ち上げ、他都市や民間企業の
先進事例等を参考に、マニュアルの整備、チラシの作成、掲示、職員向けの研
修、録音機能付き電話機の導入など、対応策の検討を行う。

全市的には、総務市民局と7区役所でプロジェクトチームを結
成し、対応に関するガイドラインの作成、啓発ポスター等提示
物の検討を行っている。
八幡西区では、1月に警察官による対応研修を実施予定。ま
た、録音機能付き電話機を新たに導入する。

・プロジェクトチームを設置し、ガイドラインや啓発ポスター
を作成した。
・職員への知識の醸成を図るため、警察と連携した研修会を実
施した。
・対応事案の多い部署については、録音機能付き電話機を導入
した。

・カスターハラスメントについては、これまで
対応に対するガイドラインなどが整備されてい
なかった。
・八幡西区独自の取り組みで、警察との連携に
よる新たな仕組みを構築し、研修会などを開催
した。
・このような取組により、来庁者や職員が安心
して働くことのできる環境が整備された。

・当初の課題は達成できたが、今後新たな課題
が発生した場合には、利用者の声をもとに課題
解決に努める。
・ガイドラインに基づく対応の実施、警察によ
る研修会の継続開催により、対応ノウハウの継
承を図る。

Ａ（５） 誰一人取り残さ
ないための防災
体制の構築

近年、災害が頻発化、激甚化してお
り、これまで以上に防災対策の強化が
求められている。

災害発生時には行政のみならず地域が主体となった対応
も重要である。加えて、高齢者、障害のある方など多様
な被災者が想定されるが、区役所内での関係各課の連携
が十分にできてない。

区役所内で「誰一人取り残さない防災推進チーム」（総務企画課、コミュニティ
支援課、保健福祉課）を立ち上げ、組織横断的な対応の強化を図る。
今年度秋に実施する防災訓練では、地域の障害者施設、小学校、保育所などに参
加を呼びかけ、多様な被災者を想定した対応を地域と協働で行う。
また、誰一人取り残さないための防災体制の構築にあたっては、避難行動要支援
者への対応が重要であり、対象となる要支援者の把握と個別避難計画の策定者の
増加に努める。

区役所関係課の職員と関係団体職員で、「誰一人取り残さない
防災推進チーム」を9月に立ち上げた。11月30日には塔野小学
校で、避難する高齢者の移動支援や、障害のある方への避難所
でのサポート等、多様な被災者を想定した訓練を、地域と防災
推進チームが連携して実施。
また、区内の避難行動要支援者の名簿の更新、避難行動要支援
者の個別避難計画を作成中。年度内の完成を目指す。

・プロジェクトチームを設置し、避難する高齢者の移動支援
や、障害のある方への避難所でのサポート等、多様な被災者を
想定した訓練を、地域と防災推進チームが連携して実施した
（R6.11.30・搭野小学校）
・また、区内の避難行動要支援者の名簿の更新、避難行動要支
援者の個別避難計画を作成した。

・近年、災害が頻発化、激甚化しており、これ
まで以上に防災対策の強化が求められている。
・防災訓練では、多様な被災者を想定した訓練
を実施した。そこでは、地域住民、障害者施
設・団体、大学生及び行政が参加し、防災時の
対応や心構えを共有し、誰一人取り残さないた
めの防災体制の構築に取り組んだ。

・当初の課題は達成できたが、今後新たな課題
が発生した場合には、利用者の声をもとに課題
解決に努める。

Ｂ（１） あらゆる「区民
のこえ」の可視
化

区役所には、区民から多くの問い合わ
せ、要望・相談等が寄せられている
が、その情報を体系的に蓄積・活用す
る仕組みがない。

区に寄せられる「区民のこえ」には回答や対応を前提と
しないものが数多くある。
また、区役所の各課においても電話や窓口で区民から多
くの提案、相談、苦情等を受けているが、そうした「区
民のこえ」に十分な対応ができていない。

区役所各課に寄せられた「区民のこえ」を、体系的に蓄積し可視化するための仕
組みづくりを検討する。仕組み構築後、区民ニーズとして可視化された情報は、
区役所幹部をはじめとする関係職員で共有し、市民サービスの向上や業務改善に
つなげる。あわせて、業務改善等につながった区民のこえは区のホームページで
公表する。
将来的には、その蓄積されたデータを利用し、コールセンターやデジタルを活用
した市民対応の向上について、関係部局と協議・検討を行う。

12月から、一部の部署で試行的に、区民からの問い合わせ・要
望・相談等の記録を取り、年度内を目途に内容を検証する。こ
の結果を踏まえ、「区民のこえ」を効率的に可視化する仕組み
を検討する。

・R6.12月から、一部の部署で試行的に、区民からの問い合わ
せ・要望・相談等の記録を聴取・検証を実施した。
・区民からの問い合わせが多い要件は、八幡西区ホームページ
にての公表や動画を配信するといった可視化を一部で実施し
た。

・区民に最も身近な「行政窓口」として、区民
が何に困り、何を求めているのかを正しく把握
する必要がある。
・そこで、多くの問い合わせや要望、相談を体
系的に蓄積し、活用する仕組みの構築に取り組
んだ。
・カスタマー（区民）目線で、必要とする情報
を提供することでき、区民サービスの向上につ
ながった。

・R6年度の取組を踏まえて、R7年度の取組を進
めていく。具体的には、全部署で区民からの問
い合わせなどの可視化を効率的に進めるための
検討を引き続き行い、R7年度中に可視化の仕組
みを構築、運用を開始したい。

Ｂ（２） 新しい時代の行
政サービスコー
ナーのあり方の
検討

窓口オンライン予約システムの導入な
ど、スマらく区役所サービス推進によ
り、来庁せずにできる手続きが増加す
ることに伴い、行政サービスコーナー
のあり方を検討する必要がある。

八幡西区では、市民の利便性の観点から、現在、黒崎行
政サービスコーナーで平日夜間、土曜日・日曜日に窓口
業務を実施している。
しかしながら、マイナンバーカードの普及に伴い、同
サービスコーナーでの証明書発行件数は令和４年度と令
和５年度を比較すると、マイナス約４０％と著しく減少
している。

黒崎行政サービスコーナーの来庁者数、属性、利用時間帯、来庁理由、マイナン
バーカードの取得有無などについて調査・分析し、今後の黒崎行政サービスコー
ナーのあり方を関係部局と協議・検討を行う。

黒崎行政サービスコーナーの利用状況について、証明書発行件
数のほか、来庁者数、利用時間帯、マイナンバーカード取得有
無等を調査・分析を実施。その結果、マイナンバーカードの取
得向上に伴って利用者が減少していることが分かった。
引き続き、推移を見ながら、関係部局と協議を行い、今後のあ
り方について、今年度中に結論を出すこととしている。

・利用状況等利用者のニーズ調査に基づき、黒崎行政サービス
コーナーを廃止した（R7.3.31）
・一方、マイナンバーカード更新手続きの増加を踏まえて、窓
口体制を強化した(R7.4.1)。

・区民の利用ニーズに応じた黒崎行政サービス
コーナーのあり方を検討する必要がある。
・このため、利用実績データを踏まえながら、
黒崎行政サービスコーナーを廃止する一方、よ
りニーズの高いマイナンバー窓口の体制を強化
した。
・データの活用により、より区民に寄り添った
サービス提供につながった。

・当初の課題は達成できたが、今後新たな課題
が発生した場合には、利用者の声をもとに課題
解決に努める。

Ｂ（３） 市民協働事業の
担い手確保

公園の維持管理業務や道路サポーター
をはじめ市民と協働で進めている事業
が継続できるように、新たな担い手の
確保が必要である。

人口減少・高齢化の進行により、例えば公園愛護会につ
いては、会員の高齢化や後継者不足が深刻化しているた
め、活動が継続できず解散せざるを得ない会も出てきて
いる。
一方で、今後は、人件費の高騰により、維持管理費用が
増大することも見込まれ、公園や道路の適正な管理に支
障をきたす恐れがある。

様々な機会をとらえ、八幡西区に立地する企業に対して、道路サポーター、市民
花壇、スポンサー花壇の制度を紹介し、新たな担い手確保に取り組む。
また、企業ヒアリングを通じて、現行制度における課題やニーズを引き出し、そ
のニーズに応じた施策を関係部局と検討する。
これらの企業が地域での様々な活動に協働する契機となるようつないでいく。

八幡西区に立地する企業を訪問し、制度を説明した結果、道路
サポーター制度に新たに３社が登録したほか、他の企業におい
ても、当該取り組みへの想いが高まっている。
企業ヒアリングでは、地域貢献活動に積極的に取り組む企業が
多く、市の制度に関心をもっていることがわかった。新たな担
い手確保に向けて、引き続き、制度紹介や協力要請を実施す
る。

・八幡西区に立地する企業を訪問し、制度を説明した結果、道
路サポーター制度に新たに３社が登録した。
・企業ヒアリングでは、地域貢献活動に積極的に取り組む企業
が多く、市の制度に関心が高い。

・道路サポーターをはじめ市民協働事業につい
て、地域を支える担い手が不足している。
・八幡西区の企業との意見交換などにより、新
たな担い手として地域活動への参加を促した。
・地域と企業をつなげることで、地域に関わる
きっかけをつくることにつながった。

・R6年度の取組を踏まえて、R7年度も積極的に
企業ニーズの把握、地域貢献活動へのきっかけ
づくり、担い手確保を進めていく。
・市の制度が複数あるため、概要等が比較でき
る資料の作成に向けて、関係課と協議を行う。

Ｃ（１） 地域コミュニ
ティの再構築

自治会の加入率の低下が続くととも
に、役員の高齢化や担い手不足によ
り、住民同士の親睦や交流などの活動
を継続することが困難になりつつあ
る。企業や外国人などの地域を支える
新たな担い手を含め、地域コミュニ
ティを再構築する必要がある。

共働き世帯の増加やライフスタイルの変化に伴う自治会
離れ、役員の固定化や高齢化、働く高齢者の増加による
担い手不足など、自治会の活動を維持することが難しく
なりつつある。実際に、活発に活動している地域におい
ても、「高齢のため役員を退任したい、後継者が見つか
らない、組織の存続が難しい」との声がある。
これまで、自治会の加入促進や役員の負担軽減、自治会
の魅力づくりなどに取り組んできたが、自治会を中心と
した地域コミュニティの希薄化が進んでいる。

八幡西区の中で活発に活動している校区を「モデル地区」に指定し、自治会やま
ちづくり協議会、企業、学校、外国人などと連携した新たな担い手部会を設置す
る。また、モデル地区での成果や課題を検証したうえで、地域の状況に応じた取
組を他の地域に広げていく。
将来的には、地域振興、子育て、健康・福祉、防災など、部門別で行われている
各種団体活動の効率的・効果的な取り組みについて、関係部局と協議・検討を行
う。

「モデル地区」指定に向けて、企業や学校と連携した地域の活
動を調査している。
自治会・町内会を対象に、加入促進やポイント事業などの、先
進的な取組を実施している地域の事例を学ぶ勉強会を実施し
た。
さらに、地域の防災力、防犯力、環境衛生などを維持・向上さ
せるため、自治会役員による「地域力パワーアップワーキング
グループ」を立ち上げる。

・自治組織の役員負担軽減策や準会員制度、地域活動のポイン
ト事業の成功事例を共有する勉強会を実施。70〜80名の自治区
会長や町内会長が参加した。
 ･「地域力アップワーキンググループ」を設置し、自治総連合
会と市が協働で具体的な方策を検討することになった。
・自治会加入率の高い熊本県合志市への視察研修を実施。
・転入者への加入促進のため、自治総連合会は、ホームページ
の加入申込フォームへ誘導する「自治区会加入促進ツール」を
作成した。

・自治会の加入率低下に加え、役員の高齢化や
担い手不足により、地域活動の持続が困難にな
りつつある。
・そこで、この課題解決に向けてワーキンググ
ループを設置することになった。
・他自治体の先進的な取り組みや八幡西区の自
治区会の活動情報を共有した。
・さらに、住民が気軽に自治会へ加入できるよ
う、案内ツールも作成した。

・自治会加入率の向上は引き続き、今後の課題
である。「地域力アップ」のための取組を実施
しているモデル地区において、企業、学校及び
外国人と協働した取組とその効果を検証し、横
展開に努める。
・現在議論されている本市のコミュニティ運営
の方針に沿って、取組を進めていく。

R６八幡西区Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）

1


